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DVDZOO 部門の営業譲渡に関するお知らせ 
 
 当社は、平成 16 年 7 月２日付けのプレスリリースにおいて、株式会社ライブドアに対し、当社が運営す

るオンライン DVD レンタルサービス「DVDZOO」部門にかかる営業の全て、及び関連資産の一部を譲渡

することに関する基本合意書を締結したことについてお知らせいたしましたが、本日、当社取締役会にお

いて、本件に関して株式会社ライブドアとの間で営業譲渡契約を締結することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
1. 営業譲渡の理由 
当社は、米国 ValueClick,Inc.から日本国内のインターネットユーザーに向けた日本語のウェブサイトを 

テリトリーとした「インターネット広告配信システム」の独占的なライセンスを受けて事業展開を行って 
おり、個人及び法人が運営するホームページを束ねて、バリュークリックアドネットワークを形成し、ウ 
ェブ及びモバイルでの広告配信サービスを広告主の皆様に提供してまいりました。 

一方、更なる業容の拡大を目指して、平成 13 年 10 月からは、インターネット広告配信システムの ASP 
サービス事業を開始し、さらに平成 14 年 10 月からは、オンライン DVD レンタル事業「DVDZOO」のサ 
ービスを展開してまいりました。 

この度、平成 16 年 3 月より株式会社ライブドア（以下、ライブドア社）が当社の親会社となったことに 
伴い、ライブドア社グループ間での事業の効率化を図っておりました。その一環として、両社にて同事業 
を運営しておりますオンライン DVD レンタル事業を統合することで、同社グループとして、顧客に対し 
て今まで以上のサービス提供が可能になると同時に、当社においても人件費や事務処理等のコスト削減効 
果や今後の事業展開を踏まえまして、慎重に検討した結果、さまざまな面で有益との判断に至り、今般の 
営業譲渡にいたりました。 
 
2. 営業譲渡の内容 

オンライン DVD レンタルサービス「DVDZOO」にかかる営業の全て、及び関連資産の一部 
 

3. 譲渡対価および決済方法 
（1）譲渡対価 
   当社が株式会社ライブドアに譲渡する本件営業の対価は金 120,000,000 円（消費税を除く）といた 

します。 
 



（2）譲渡対価の算定根拠 
平成 16 年６月末日現在、株式会社ライブドアは当社発行済株式総数の 80％を保有する親会社であ 

るため、株式会社ライブドア以外の当社株主への公平性並びに妥当性を確保する観点から、第三者機 
関として日興コーディアル証券株式会社に本件譲渡対価算定業務を委託し、同社によって算定された 
譲渡対価レンジを参考にして、当事者間で交渉、協議の上、上記譲渡対価を決定いたしました。 

 
（3）決済方法 

支払期限は譲渡日より１ヶ月以内とし、支払方法は両社協議の上決定いたします。 
 

4. 営業譲渡先（株式会社ライブドア）の概要 
（1）名    称    株式会社ライブドア（英文名：livedoor Co.,Ltd.） 
（2）主な事業内容    インターネット関連事業 
（3）設立年月日    平成 8 年 4 月 22 日 
（4）本店所在地        東京都新宿区歌舞伎町二丁目 16 番 9 号 
（5）代  表  者    代表取締役社長兼最高経営責任者 堀江貴文 
（6）資  本  金    23,729 百万円（平成 16 年 4 月現在） 
（7）従 業 員 数    1,087 名（平成 16 年 3 月現在） 
（8）大株主構成および持株比率（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

氏名又は名称 持株比率（％） 
堀江貴文 50.67％ 
榎本大輔 4.81％ 
杏林製薬㈱ 2.06％ 
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 1.57％ 
日本証券金融㈱ 1.43％ 

 
5. 日程 

平成 16 年 7 月 29 日 営業譲渡契約締結承認取締役会決議・営業譲渡契約締結 
平成 16 年 7 月 30 日 営業譲渡期日（予定） 

 
6. 今後の見通し 

当社は、今回の譲渡により、当社設立以来の事業ドメインであるインターネット広告配信を中心とした 
メディア事業に経営資源を集中することが可能となり、インターネットメディアのリーディングカンパニ 
ーを目指して積極的な展開を図ってまいります。 
 なお、業績への影響については、現在算定中ですので、決定次第速やかにお知らせいたします。 

 
以上 

 


